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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は、学校・家庭・地域（専門機関等）をつなぐ「学校ソーシャルワーク」の
機能を活かした実践力を、現職教育段階で具体的に形成するための研修プログラム開発である。学校現場から効率的に
関与できることは諸問題の予防に大きな影響を与える。
 この点を踏まえ、学校の日常的な職務と家庭の福祉的ニーズや地域（関係諸機関）との対応方法をつなぎ、生活環境
の改善や克服、他職種連携における連絡調整や校内外の相談援助のチームづくりのコーディネート等を担う人材育成の
プログラム開発をおこなう。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is training program development for forming concretel
y the practice power which utilized the function of the "school social work" which connects a school, a ho
me, and communities (specialized agency etc.) in an on-the-job training stage. 
 Based on this point, the correspondence method of the everyday job of a school, and domestic welfare need
s and the area (related many organizations) is connected, and program development of the personnel trainin
g which bears an improvement of a living environment, the liaison and adjustment in conquest and other occ
upational description cooperation, the coordination of the production of a team of the consultation assist
ance outside school grounds, etc.  
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１．研究開始当初の背景 
2008 年度より、学校や教育機関に「スク
ールソーシャルワーカ－」を配置活用する事
業が文部科学省によりはじまった。既存のス
クールカウンセラー派遣事業や様々な相談
員の活用事業が主に校内の相談室等での心
理治療的アプローチであったことから、その
職務形態や職業的専門性からみて、子どもの
様々な問題行動の背景にある家庭の経済的
貧困や深刻な養育不全といった生活環境の
改善や学校と関係機関との連絡調整を通じ
た社会的サポート、そしてその社会資源の開
発を地域につくりだす役割機能を充実させ
る福祉専門職の活用に着目された。日本学校
ソーシャルワーク学会がいち早く『スクール
ソーシャルワーカー養成テキスト』(2008)を
刊行するなど、社会福祉専門職や学校・教
師・教育委員会への啓発とスクールソーシャ
ルワーカーとして任用された現任者の専門
性の向上について提案をおこなってきた。す
でに科研（C-2）（平成１２年度～１５年度）
において、「教員養成における学校ソーシャ
ルワークのカリキュラム開発に関する実証
的研究」（研究代表者）において、学校ソー
シャルワークの機能と役割、その実際につい
て、これまでの教員養成段階での子どもの福
祉的課題や学校の福祉的機能に対する実践
力形成の現状と課題について全国の教員養
成系大学学部のカリキュラムや講義内容の
調査を元に探求してきた（『教員養成におけ
る学校ソーシャルワークカリキュラムの開
発に関する実証的研究』(2004)）。さらに『学
校ソーシャルワークの現職教員研修のプロ
グラム開発に関する実証的研究』（科研 C・
研究代表者平成 18年度～平成 21年度）の助
成を受けて、生徒指導や教育相談の担当教員
や広く現職教員、教育委員会・指導主事等へ
の研修状況と課題について深めている。また、
1998 年より、カナダ、アメリカ、韓国とい
った「スクールソーシャルワーカー」が教育
制度に位置づいている国々の実地調査を今
日まで継続している。 
こうした継続的な研究を通じて明らかに
なってきたことは、スクールソーシャルワー
カーを活用できる教師の力量や学校の体制
である。スクールカウンセラーの活用方法と
いったテーマはあまり論じられてこなかっ
たことと重なる。研修や演習の内容モデルの
開発の段階になってきた。その意味で、本研
究の先駆性は、学校ソーシャルワークへの着
目を通じて、児童生徒の学校適応に必要な社
会的資源の開発や関係機関の連携に必要な
具体的な援助スキルの実証的研究にある。単
に、海外の先進地の実践やサービス制度を日
本に導入するのではなく、日本の学校教育制
度や教員文化、学校・家庭・地域の共同観、
学校経営の実際に即して考えていきた。 
教師と独立した専門職の配置とは異なり、
日本の状況からして、生徒指導主任など通常
の教師の援助技術や教育実践上の力量形成

に主眼をおいたプログラム開発という点で
独自性がある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、学校・家庭・地域（専門
機関等）をつなぐ「学校ソーシャルワーク」
の機能を活かした実践力を、現職教育段階で
具体的に形成するための研修プログラム開
発である。子ども虐待や家族の養育不全・ネ
グレクト、そして非行、不登校(長期欠席)、
ひきこもり、発達障害などによる学校不適応
等への本人および家族への支援について、学
校現場から効率的に関与できることは諸問
題の予防に大きな影響を与える。この点を踏
まえ、学校の日常的な職務と家庭の福祉的ニ
ーズや地域（関係諸機関）との対応方法をつ
なぎ、生活環境の改善や克服、他職種連携に
おける連絡調整や校内外の相談援助のチー
ムづくりのコーディネート等を担う人材育
成のプログラム開発である。 
 
３．研究の方法 
本研究の目標達成にあたり、初年度は、現
行の生徒指導、教育相談、地域の関係機関連
携、スクールサポートネットワーク、学校・
警察連絡等に関する担当教員を対象にした
研修内容の実際的動向と今後の実施上の課
題について明らかにした。学校や児童生徒、
家族へのソーシャルサポートの関係者には、
児童相談所や警察・司法機関の職員、保健セ
ンター・保健師、民生委員・主任児童委員、
医療・病院関係者、カウンセラー・心理職を
はじめ、地域のボランティアを含め極めて多
様である。こうした人々と学校が継続的発展
的に連携するには、こうした学校外部の人的
資源の機能や設置背景、職務対応の方法原理、
活動根拠とする法律などの固有性や差異に
ついて、それをつなぐ方法論的原理を明らか
にしていかねばならない。 
 そこで、こうした領域の研修の教員研修や
講座、協議会の実施状況を全国規模で把握す
るために、まず８月までに、全国の都道府県
教育センター・教育研究所が所管する 21 年
度の研修実績と 22 年度の予定を質問紙法に
よって集約した。その内容には学校と医療・
福祉等の研修内容の現状（生徒指導、教育相
談、学校経営関係を含む）と実施上の改善点
や課題、そして、22 年度の新規研修の開設の
有無やその内容について調査をおこなう。あ
わせて、現職教員研修の改革に関する情報を
収集する。アンケート集計の実務補助員（学
生アルバイト）への謝金、および資料提供や
研究協議への協力者謝金をもって、集計作業
を実施する。 
 その際、現在積極的にソーシャルサポート
に関する研修を導入している千葉、埼玉、神
奈川、宮城、及び福島の県教育委員会の協力
を得て、実施されている研修内容の個別のプ
ログラムやその評価に関する聞き取り調査
を担当主幹におこなう。特に、福島県では研



究代表者がこの間、講師を務める県教育セン
ターの講座を中心に、研修の教員に、研修内
容と教育現場での実践との整合性について
意見を徴する追跡調査を質問紙法によって
実施する。このことによって、研修内容のフ
ィードバックに必要な基礎的なデータ収集
を図った。 
また、研究代表者が大学院で開講している
科目「学校ソーシャルワーク論」「学校ソー
シャルワーク特論演習」「生活指導論」の自
己分析（チームワーク技術、コーディネー
ト・関係調整法などについて）にもとづいて
作成する。また、各論的な意味で、「スクー
ルサポートネットワーク」（ＳＳＮ）事業と
「特別支援教育コーディネーター配置事業」
の個別の実態調査にあたった。この数年一定
事業が本格稼働しているスクールサポート
ネットワーク事業では、児童生徒の非行や問
題行動について、学校、児童相談所、警察、
家庭裁判所、医療機関、児童福祉施設などが
共同連携するものであるが、連携計画の策定
からその実施という段階で多くの課題を抱
えている。そうした点についての抽出と検討
考察をおこない、これから必要とすべき連携
モデルや連携計画の策定モデル、児童生徒の
個別支援計画の共同作成方法（様式やフォー
マットの開発を含む）の仮説的試案的モデル
開発にあたった。 
 あと、研究代表者が福島県教育センターや
大学での現職教員研修講座等でおこなう研
修においてロールプレイやワークショップ
をおこなうことから、ビデオテープでその場
面を撮影し、本研究の最終年度に作成する研
修内容の教材化に向けた素材づくりを進め
た。 
その後、複数のアンケート調査と聞き取り
調査の基礎的集計から得たデータの二次考
察をもとに、現職教員研修教育のプログラム
の柱立てと実際の研修での効果測定をおこ
なった。 
 現時点で仮説的に考えているプログラム
の項目は以下の通りである。 
・学校ソーシャルワークの目的と基礎的な知
識 
・地域における学校ソーシャルワークの役割 
・問題把握のアセスメント技術 
・個別指導計画の作成と介入方法 
・介入の評価とフィードバック能力の形成 
・関係機関や協力者、家族との適切なコミュ
ニケーション能力の形成 
・チーム会議・ネットワークのすすめ方  
・報告書や記録の作成方法 
これらの柱によるそれぞれの研修プログ
ラムをめぐって、３つの職種層を対象に向け
て研究協議を開催する。その１つは、福島県
内の学外関係機関（児童相談所の児童福祉司
と心理判定員他、福祉事務所、保健福祉事務
所、警察青少年課、家庭裁判所、保護観察所、
鑑別所、民生・児童委員協議会、保護司会、
病院、クリニック、保健センターの職員）の

実務対応職員及び、福島県社会福祉士会の協
力を得て、プログラムの改善に関する研究協
議をおこなった。 
 
４．研究成果 
学校と医療、福祉、保健、司法等の諸機関
との連携に関わる実践的な力量形成につい
て、今日、都道府県教育委員会（教育事務所
や教育センター等）による現職教員研修、お
よび全国の教員養成系大学学部で実施して
いる現職教員対象の大学院（長期研修、夜間
大学院を含む）や地域貢献的研修事業がどの
ような方法、内容、プログラム、体制で実施
されているのかを調査・分析し、その動向と
課題を明らかにした。 
学校におけるいじめや不登校問題、ADHD な
どの発達障害、学業不振、非行、被虐待児、
特別なニーズをもつ児童生徒への対応につ
いて、教師（学校）が地域の関係機関職員や
保健福祉医療行政の担当者（保健師、家庭児
童相談員等）、地域住民（主に民生委員、主
任児童委員、保護司、健全育成関係等）と連 
と連携し、チームワークやネットワークを形
成する方法や技術（対人援助技術）を明らか
にした。 
個々の児童生徒や家族（養育者）への個別
支援計画の作成や校内委員会体制づくりの
ための実践的な資質向上のためのプログラ
ムやトレーニングプログラム（その評価方法
を含む）の開発を実証的におこなう。小、中、
高、特別支援学校ごとに、関係機関別に一定
般化しうるグランドデザインの作成やアプ
ローチ技法のマニュアル、ツール、研修用教
材の開発（例えば「多問題家庭への訪問技術
や関係機関との調整機能の活性化」、「学校の
地域ネットワークの形成」など）において、
その検証になった。 
本研究の特徴は、教師という専門職と医療、
福祉、保健、司法などのヒューマンサービス
専門職との多職種チームを形成する方法論
的原理を明らかにすることにある。特にそれ
は、児童生徒の身体的精神的問題や保護者・
養育者の養育不全（ネグレクトや不適切な子
育て）への対応や個別支援にとって、学校関
係者が医療、福祉、保健、司法等の他職種と
連携する知識や技術の整序にある。今後、異
職種と肩を並べ問題解決に取り組み、それぞ
れの社会的職務や専門性を活性化しつない
でいくコーディネート機能の担い手となる
教師への支援環境は重要となる。 
本研究は、児童生徒に携わる様々な領域や
分野の専門性を地域横断的につなぎ活用す
る専門職の能力開発という意味で、教師のみ
ならず、連携、チームワーク、ネットワーク
の構成員である他の領域スタッフにとって
もその共有化をはかる実践的研究となった。 
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